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研究要旨  

本研究では、補装具としての眼鏡の名称として位置づけられているコンタクトレンズを対象

として、必要とする人が持続的に活用できるような基準の価格を実現することを目的として研

究を進めた。具体的な目標は、基準の補装具としての仕様を整理したうえで、供給者が採算を

取ることができる価格を明らかにすることである。 

昨年度の調査により、視覚障害による身体障害者手帳基準相当者ならびに障害者総合支援法

の対象疾病の患者へのコンタクトレンズ処方事例のなかで、円錐角膜の事例が多いことが確認

された。それを踏まえ、今年度は円錐角膜に着目しつつ、基準における基本構造等仕様の検討

に資するようなコンタクトレンズの仕様区分を作成するとともに、個々の仕様区分について供

給者が必要十分に採算を取ることができるであろう価格水準を提示することとし、それらの作

業に要する基本情報収集のため、調査を行った。 

具体的には、日本コンタクトレンズ学会、日本角膜学会の会員である眼科医を対象に調査を

行った。円錐角膜の事例と、視覚障害の身体障害者手帳基準相当あるいは円錐角膜以外の障害

者総合支援法の対象疾病の事例に大別したうえで、裸眼視力、矯正視力、屈折値、日常的な屈

折矯正手段として装用されているコンタクトレンズの商品名等と購入先（販売店）等について

の情報を集めた。さらにその結果を踏まえ、コンタクトレンズの仕様区分の分類を行った。そ

して、30種類のコンタクトレンズについてコンタクトレンズ販売店を対象とする補装具費支給

制度以外での販売価格等について調査を行い、仕様区分ごとに平均価格を算出した。 

主な結果は次のとおりである。仕様区分として従来型コンタクトレンズを、円錐角膜等の疾

病で使用される（１）多段カーブのもの、羞明感の軽減等に有用な（２）虹彩付きソフトコン

タクトレンズ、（３）その他の3つに大別した。そして、これらの仕様区分毎に販売価格の平均

値を算出したところ、「その他の従来型」の平均価格は現行のコンタクトレンズの基準価格

（=15,400円）にある程度近いこと（単純平均でほぼ等しい15,375円、加重平均でやや低い14,314

円）、「多段カーブ」は「その他の従来型」より単純平均で8,929円、加重平均で7,864円、「虹

彩付き」は同じく単純平均で4,166円、加重平均で5,686円高いことなどが明らかになった。こ

のうち「虹彩付き」については、補装具としての販売事例が確認された。頻回交換等ソフトコ

ンタクトレンズについては、視覚障害の身体障害者手帳基準相当者あるいは障害者総合支援法

の対象疾病の患者による1年間の購入額が、調査で把握した範囲では、従来型コンタクトレンズ

よりも多いことが示された。また、頻回交換等コンタクトレンズについても、補装具としての

販売事例があることを確認した。 
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A．研究目的 

a-1 補装具としてのコンタクトレンズをめぐる状況 

コンタクトレンズは直近の数十年間で素材、品質、

取扱い方法等、大きな変革を遂げている。しかし、

補装具費支給制度における眼鏡の一部としてのコン

タクトレンズについては、旧補装具制度時代の昭和

48 年に基準内補装具となって以降約 50年間その仕

様が基本構造の記載に「主材料－プラスチック」と

定められるのみで価格設定も単一であり、まったく

見直しが加えられていない。筆者らが探した範囲で

は、基準内補装具に含められた当時もその後の時点

においても、具体的にどのような仕様のコンタクト

レンズが基準の補装具として想定されたのかについ

て、その主材料がプラスチックであることを除き皆

目情報を得られなかった。それゆえ、「補装具の種

目、購入等に要する費用の額の算定などに関する基

準」[1]（以下「基準」）のなかで定められている公

定価格が、定められている想定仕様に対して妥当な

のか、判断が困難な状況にある。 

 

a-2 仕様など補装具の価格根拠調査をめぐる問題 

 前項でコンタクトレンズの公定価格が、基準のな

かで定められている仕様に対して見合っているのか

判断が困難であることを述べた。これは、他の補装

具種目のいくつかにも共通する課題である。基準の

補装具のうちいくつかの種目・名称について、器具

の供給に要した費用を反映した実勢価格が公定価格

を大幅に上回っている状況が確認されたとしても、

必ずしも価格が引き上げられない場合がある。その

背景には、この仕様の問題があると考えられる。 

 具体的には、近年のいくつかの種目・名称等につ

いての調査結果は、実勢価格（当該調査においては

基準の補装具と同等の器具の補装具費支給制度外販

売価格）の平均値が公定価格を大きく上回っている

ことを示している[2]、[3]。また、厚生労働省の統

計である福祉行政報告例（[4]）を元にした試算では、

起立保持具、排便補助具にかかる基準の補装具の購

入 1件あたりの金額が公定価格を大幅に上回ってい

る[5]。これらの調査結果・既存統計により実勢価格

が公定価格を上回っている状況を示されている。こ

うした種目・名称のなかには、公定価格が据え置か

れているものもある。 

 こうしたことを考慮すると、単に価格根拠調査と

して「基準の補装具の仕様と同等のもの」の価格を

調べるのでは不十分である。その前に、基準に定め

られている仕様の検討が必要である。基準での基本

構造等の記述が器具の仕様を明確に特定するのに不

十分な場合は、仕様を具体化することが必要である。

基準の基本構造等で示される仕様が実情と合ってい

ない場合は、基準の補装具として流通しているもの、

あるいは妥当と考えられるものの仕様を整理する必

要がある。もし流通しているものに多様性がある場

合には、併せて仕様の分類を作成することも必要で

ある。このような仕様の検討はこれまで多くの種目

で十分に尽くされていなかった。しかし、この作業

をしなければ、価格根拠調査をしようにも具体的に

どのような仕様の器具の価格を調べればいいのかを

特定することができない。 

 

これと併せて、近年の補装具価格根拠調査におけ

る別の問題として、コンタクトレンズ特有の事情が

ある。近年のコンタクトレンズにかかる調査は、属

している種目である眼鏡を対象とした調査のなかで

行われたものの、コンタクトレンズについての有効

回答は得られていない[2]、[3]。コンタクトレンズ

は属している種目・眼鏡のなかでもものの構造や流

通経路が大きく異なると考えられる。コンタクトレ

ンズについて有効な価格根拠を得るためには、前記

の仕様検討のことも併せて、眼鏡の他の名称（矯正

用、遮光用、弱視用）とは別に独自の調査として設

計する必要があると考えられる。本研究の準備作業

として昨年度に実施した調査は、コンタクトレンズ

に焦点を当てて行われた[6]。この準備作業における

調査は、補装具として供給対象になり得るコンタク

トレンズの該当製品とその仕様を明らかにするため、

ロービジョンケアに従事している可能性が高い眼科

医を対象に、視覚障害の身体障害者手帳（以下、手

帳）所持者あるいは障害者総合支援法の対象疾病の

患者に処方したコンタクトレンズ商品ならびにその

対象者の原疾患について調べたものである。調査結
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果からは、対象者に円錐角膜の人が相当数いること

が示唆された。円錐角膜については、多段カーブ（マ

ルチカーブ）、スクレラルレンズ（強角膜レンズ）

などの特殊レンズの使用や、ソフトレンズとハード

レンズを重ねて装用するピギーバックなどの方法が

有効と考えられている（[7]p.15）。こうしたことか

ら、コンタクトレンズの仕様を検討するには、円錐

角膜を想定したものとそうでないものとに分けて行

う必要があると考えられる。 

 

a-3 本研究の目的と目標 

以上の背景を踏まえ、本研究の「コンタクトレン

ズの基準検討のための現況・課題の把握」において

は、補装具としてのコンタクトレンズの基準を実態

ならびに必要性に合致するより適正なものとし、本

制度を必要とする人が持続的に活用できるような基

準の価格を実現することを目的として研究を進めた。

具体的な目標は、基準の補装具としてのコンタクト

レンズの基本構造を示すのに必要な仕様を整理した

うえで、供給者が採算を取ることができる価格を明

らかにすることである。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 コンタクトレンズの基準価格の根拠を明らかにす

るに当たって、基本的な大筋の方法は下記のとおり

である。 

1． 現在どのような仕様のコンタクトレンズが視覚

障害者に処方されているか等情報を把握し、こ

れを踏まえて基準の補装具として妥当と考えら

れるものの仕様を明らかにする。 

2． 上記の仕様に対応する商品の実勢価格（ここで

は、補装具費支給制度外での販売価格）を調べ、

明らかにする。 

 

具体的には、次のように段階的に調査を進めた（表

1）。なお、表１ならびに以下の記述における、コン

タクトレンズの種別について、本研究分担報告書に

おける用語を以下のように定義することにする。 

 

 

（交換頻度による区別） 

・「従来型」 

 コンタクトレンズの交換頻度が１年以上のも

のを指す。 

・「頻回交換等」 

 コンタクトレンズの交換頻度が 1日～3ヶ月

のものを指す（「使い捨て」、「頻回交換」、

「定期交換」を合わせたもの）。 

 

（特殊コンタクトレンズに対応する語） 

・「一般の」（例：一般の従来型コンタクトレンズ） 

「特殊コンタクトレンズ」でないものを指す。 

※ただし、「特殊コンタクトレンズ」の語自体は一

般の用法に従うものとし、ここでは定義を示さな

い。 

 

 

b-1 昨年度実施調査（調査 A）と今年度の調査の概

要 

 昨年度実施した調査 Aでは、対象コンタクトレン

ズの仕様とその対象者の主疾患について把握するた

めの調査を実施した。調査結果では、視覚障害の身

体障害者手帳基準相当（以下、「手帳基準相当」）

ならびに障害者総合支援法対象疾病（以下、「対象

疾病」）の患者へのコンタクトレンズ処方において、

円錐角膜の患者に対するものが多かった。同調査で

は、併せて購入店情報についてもわかれば回答を求

めていたもののこの部分については限定的にしか回

答を得られなかった。 

 

 そこで本年度（2022 年度）は、次のような調査計

画を立てた。まず対象となるコンタクトレンズ商品

とその販売店を抽出するため、日本コンタクトレン

ズ学会、日本角膜学会会員である眼科医を対象とし

た調査を実施することとした（調査 B、C）。ここで

は、症例ごとの器具別（眼鏡、ソフトコンタクトレ

ンズ、ハードコンタクトレンズ）の矯正視力や日常

的な屈折矯正手段について問うこととした。そして、

日常的な屈折矯正手段がコンタクトレンズである場

合、当該商品ならびにその販売店についての情報を

回答してもらうこととした。 
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こうした眼科医を対象とした調査から調査対象と

するコンタクトレンズ商品を抽出し、情報を得られ

たコンタクトレンズ販売店を対象に2022年度におけ

る販売価格、販売数量（2021 年度における補装具と

しての販売数、総販売数）等の調査を行うこととし

た（調査 D）。ここで販売価格としては、供給過程

において必要十分に採算を取ることができるよう設

定されているであろう補装具費支給制度以外での販

売価格を調べることとした。補装具費支給制度での

販売価格自体は公定価格であるから、制度における

販売価格を調査してもあまり意味がない 1。これに

対し補装具費支給制度以外での販売価格は、供給事

業者が採算を取ることができるように自由に設定す

ることができる。採算が取れる水準であろう点で「十

分」であり、また他の販売店との市場競争を通じ「必

要」な水準まで引き下げられていると考えられる。 

これらの情報を踏まえ、調査対象コンタクトレン

ズを仕様面から分類し、分類ごとの平均販売価格を

算出することとした。 

 

 以下、調査 B～Dの実施方法について記載する。 

 

b-2 対象コンタクトレンズ等を抽出するための調査

の実施方法（調査 B、C） 

当該調査については、日本コンタクトレンズ学会

と日本角膜学会の理事長に調査協力依頼を行い、各

学会理事会での検討の結果、調査協力を得ることが

できた。調査にあたっては、国立障害者リハビリテ

ーションセンター倫理審査委員会で承認を得た（承

認番号2021-121）。 

 

 

 
1 もっとも、種目によっては意味がある。a-2 で述べ

たように、起立保持具、排便補助具、福祉行政報告

例から算出される基準の補装具 1 件当たりの購入金

額は基準の価格を大きく超えている。補装具費支給

制度においても、基準の補装具が公定価格より高い

価格で販売されている可能性がある。 
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 実施時期 対象者・方式 内容 

昨年度（2021 年度）実施分 
調査 A 
視覚障害の身体障
害者手帳基準相当
者あるいは障害者
総合支援法の対象
疾病の患者に処方
したコンタクトレ
ンズと主疾患に関
する調査 

2021 年 10 月
-11 月 

ロービジョンケ
アに従事してい
る可能性が高い
眼科医 
（Google フォー
ムを用いた無記
名方式での回答
を依頼。回答レ
コード数 183） 

視覚障害の手帳あるいは障害者総合支援法の対象疾
病を有する患者に対して、過去 5年間（2017～2021
年）にコンタクトレンズを処方したか否か、した場合
には、症例毎に 
・処方した時期  ・原疾患 
・患者が視覚障害の手帳を所有している場合その等級 
・処方したコンタクトレンズの種類（メーカー、商品

名、素材、交換スケジュール） 
・購入店 

今年度（2022 年度）実施分 
調査 B 
視覚障害の身体障
害者手帳基準相
当ならびに対象疾
病の患者へのコン
タクトレンズ処方
の有無に関する調
査 

2022 年 8月 日本コンタクト
レンズ学会、日
本角膜学会の会
員である眼科医 
（郵送での調査。 
発送数 1681、 
回収率 9.3%） 

a)円錐角膜の患者 
b)視覚障害の身体障害者手帳基準相当ならびに円錐
角膜以外の障害者総合支援法対象疾病の患者 

にコンタクトレンズを処方したかを問い、 
該当する処方が合った場合は次段階の調査（調査 C）
に協力を依頼した。協力いただける場合は、 
・同封のハガキを返送してもらった。 
・そのなかで、連絡先、コンタクトレンズの年間処方
数を問うた。 

調査 C 
視覚障害の身体障
害者手帳基準相
当ならびに対象疾
病の患者の屈折矯
正手段、日常的な
屈折矯正手段であ
るコンタクトレン
ズ等についての調
査 

2022 年 10 月
-12 月 

上記調査で同意
をいただけた方 
（メール・郵送
での調査。発送
数 157、回収率
33.1%） 

a)円錐角膜の患者 
b)視覚障害の身体障害者手帳基準相当ならびに円錐
角膜以外の障害者総合支援法対象疾病の患者 

に分け、症例ごとの 
・裸眼視力 
・メガネ・ソフトコンタクトレンズ・ハードコンタク

トレンズそれぞれでの矯正視力、屈折値 
・日常的な屈折矯正手段 
 （眼鏡、一般の従来型ハードコンタクトレンズ、特

殊ハードコンタクトレンズ、一般の従来型ソフトコ
ンタクトレンズ、頻回交換等ソフトコンタクトレン
ズ、その他）2 

・日常的な屈折矯正手段がコンタクトレンズである場
合商品名、購入先（販売店）等。 

調査 D 
コンタクトレンズ
の制度外販売価格
の調査 

2023年1月-2
月 

調査票 Cで得ら
れたコンタクト
レンズ販売店 

 調査 Cで得られたコンタクトレンズ商品について、
補装具費支給制度以外での販売価格（税抜）、令和 3
年度の補装具としての販売枚数、総販売枚数等を問う
た。 

※各調査のタイトルは調査実施時のものではなく、本表作成にあたり説明の便宜上付けたものである。 

※調査票 B、C、Dの詳細な設問内容は、本研究分担報告書末尾に付録として収録した。 

 

表 1 コンタクトレンズ価格根拠調査の構成 

 

 

 
2 ただし、付録の調査票（付録２、３）が示すように、調査票ではコンタクトレンズの区分について「一般

の従来型ハードコンタクトレンズ」、「一般の従来型ソフトコンタクトレンズ」に「一般の」の語は付して

いない。また「頻回交換等ソフトコンタクトレンズ」についても「使い捨てコンタクトレンズ」としている。 
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調査 B 

日本コンタクトレンズ学会、日本角膜学会の両方

とも、またはいずれか一方の会員である眼科医を対

象に調査票を郵送した（本研究分担報告書末尾の付

録１）。2019 年 1月～2021 年 12 月の期間に 

(1) 円錐角膜の患者にコンタクトレンズを処方し

たか？ 

(2) 手帳基準相当ならびに対象疾病の患者にコン

タクトレンズを処方したか？ 

を問い、それらのいずれかに処方していた場合に

は、後日の第二段階の調査協力の諾否を確認した。

諾の場合には、連絡先（調査票送付先、メールア

ドレス、電話）と概算で構わないので、年間何名

にコンタクトレンズを処方しているか？（10 名未

満・10 名以上～50名未満、50 名以上～100 名未満・

100 名以上）を回答してもらった。障害者総合支

援法の対象疾病に関しては、厚生労働省のサイト

を参照されたい[8]。 

 

調査 C 

調査 Bで年間何名の患者にコンタクトレンズを処

方している眼科医が次の段階の調査（調査 C）に協

力してもらえるかを把握した。その結果を踏まえて、

調査Cで処方事例について挙げていただく事例数を、

(a)円錐角膜の患者、(b) 手帳基準相当・対象疾病の

患者、それぞれについて回答者ひとりあたり 10例を

上限とすることとした。 

調査 Bで承諾が得られた対象者に調査票をメール

あるいは郵送で調査を依頼した（付録２、３）。メ

ール回答の場合には、回答ファイルにパスワードを

かけてもらい、指定のメールアドレスまで送信を依

頼した。 

 

b-3 コンタクトレンズの価格等の調査の実施方法（調

査 D） 

 調査 Cによって得られたコンタクトレンズ商品の

うち6件以上の処方にともなう回答から27種類のコ

ンタクトレンズ商品を抽出した。これらの商品につ

いて、得られたコンタクトレンズの購入先（販売店）

21 件およびロービジョンケア関連眼鏡の販売店 13

件の合計 34 件を対象に調査 Dの調査票（付録４）を

メール送信し、補装具費支給制度以外での販売価格

等の調査を行った。 

 さらに調査実施と併せて、調査 Cにより得られた

コンタクトレンズ商品をその仕様を踏まえて分類を

作成することとした 3。 

 調査実施後、得られた回答から次の方法により仕

様区分ごとの平均価格を算出することとした。 

(1) 調査対象商品ごとに平均価格を算出する。極

端な回答の影響を軽減するため、ひとつの商

品に対して 3回答以上得られた場合には、最

大値と最小値を除いて算出を行った。 

(2) (1)の結果を踏まえ、仕様区分ごとにそれが

属する商品の平均価格について、平均値を取

った。これを当該仕様区分の平均価格とした。 

 

 平均価格としては、単純平均と販売枚数をウェイ

トとする加重平均の 2種類を算出することとした。

単純平均を算出する場合は上記の(1)、(2)のいずれ

の段階も単純平均を取り、加重平均の場合はいずれ

も加重平均を取ることとした。 

販売価格の集計後、従来型のレンズと装用サイク

ルの短いレンズの比較の便宜に供するため、想定さ

れた一定期間に要する費用を算出することとした。

現行基準ではコンタクトレンズの耐用年数は 4年で

設定されているため、ここでは仮に想定期間を 4年

間とし、装用サイクルが短いコンタクトレンズに関

しては、1日、2週間、1ヶ月をそれぞれ 4年間相当

分に換算したものを算出した。 

 

 

Ｃ．研究結果 

ｃ-１ 対象コンタクトレンズ等を抽出するための調

査（調査B、C） 

 調査Bでは、調査対象となる眼科医1,681名に調査

 
3 当初の予定としては、調査 D の設問に含まれる「補

装具として販売した枚数」情報を分類の際に考慮す

ることも想定していた。しかし、結果的に補装具の

販売実績がある回答が少なかったことから、これは

できなかった。 
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票（付録１）を郵送し、157件の回答を得た（回収率

9.3％）。調査Cでは、調査Bに回答した157名にメー

ルあるいは郵送で調査票（付録２、３）を送付し、

52件の回答を得た（回収率33.1％）。 

 

調査 B 

2019 年 1月～2021 年 12 月の間に円錐角膜患者に

コンタクトレンズを処方した眼科医は99.4％であり、

同期間に視覚障害の手帳基準相当ならびに円錐角膜

以外の障害者総合支援法の対象疾病へ処方した眼科

医は 37.0％だった。年間何名にコンタクトレンズを

処方しているかについては、円錐角膜、円錐角膜以

外の障害者総合支援法の対象疾病ともに10名未満が

過半数を占めた。 

 

調査 C 

（円錐角膜群） 

 円錐角膜については 348 例のデータが得られた。

このうち、日常的な屈折矯正手段について、回答が

得られた 346 例のうち、従来型ハードコンタクトレ

ンズ（51.2％）、特殊ハードコンタクトレンズ（46.2％）、

頻回交換等ソフトコンタクトレンズ（10.4％）、眼

鏡（5.8％）、従来型ソフトコンタクトレンズ（1.7％）、

その他（1.4％）の順に多かった 4。明確に多段カー

ブのものと考えられたのは 110 例（346 例に対し

31.8%）であった 5。その他のなかには、円錐角膜用

の特殊ソフトコンタクトレンズの事例が含まれてい

た。これとは別に日常的な屈折矯正手段未回答のな

かにも、円錐角膜用の特殊ソフトコンタクトレンズ

の使用事例の回答も1件含まれていた。このように、

円錐角膜に処方されるコンタクトレンズは円錐角膜

用の特殊ハードコンタクトレンズのみではなく、他

の種類のコンタクトレンズも使われており、なかに

 
4 複数回答のため、合計しても 100%とはならない。

「（手帳基準相当・円錐角膜以外の対象疾病群）」

についても、同様。 
5 ただし、該当回答のなかには「一般の従来型ハー

ドコンタクトレンズ」として回答しているものもあ

った。特殊ハードコンタクトレンズとの回答での該

当例数は 94 例であった。 

はピギーバックによるソフトコンタクトレンズとハ

ードコンタクトレンズを組み合わせての処方等、幅

広い処方が行われていることがわかった。 

眼鏡のみを矯正手段にしている人は皆無であり、

いずれかのコンタクトレンズを併用していた。日常

的にコンタクトレンズを矯正手段にしている人の定

額プラン利用状況については、なし（80.7％）、あ

り（12.6％）、不明（5.8％）、片眼がありで反対眼

がなし（0.9％）の順に多かった。 

 矯正視力についてのデータでは、0.9％（3例）で

眼鏡での矯正では視力障害基準内、特殊ハードコン

タクトレンズ、従来型ハードコンタクトレンズでの

矯正では視力障害基準より良い視力が出ていた。 

 

（手帳基準相当・円錐角膜以外の対象疾病群） 

 手帳基準相当ならびに円錐角膜以外の対象疾病に

ついては、72 例の回答が得られた。このうち、日常

的な屈折矯正手段について、頻回交換等ソフトコン

タクトレンズ（37.5％）、特殊ハードコンタクトレ

ンズ（30.6％）、従来型ハードコンタクトレンズ

（25.0％）、その他（13.9％）眼鏡（11.1％）、従

来型ソフトコンタクトレンズ（1.4%）の順に多かっ

た。特殊ハードコンタクトレンズのうち、明確に多

段カーブのものと考えられたのは20件（72例に対

し 27.8%）であった。該当事例の原疾患は、不詳 1

件を除く、残り 19件はすべてペルーシド辺縁角膜変

性であった。ペルーシド辺縁角膜変性の患者にかか

る事例（24例）のうち、多段カーブを日常的な屈折

矯正手段としているケースが 79.2%を占めていた。

その他のうち、半数は虹彩付きソフトコンタクトレ

ンズが占めていた（5例、72 例に対し 6.9%）。 

円錐角膜同様、眼鏡のみを矯正手段にしている人

は皆無であり、いずれかのコンタクトレンズを併用

していた。 

日常的にコンタクトレンズを矯正手段にしている

人の定額プラン利用状況については、なし（81.9％）、

あり（12.5％）、不明（5.6％）の順に多かった。 

 矯正視力についてのデータでは、1.4％（1例）で

眼鏡での矯正では視力障害基準内、一般の従来型ハ
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ードコンタクトレンズでの矯正では視力障害基準よ

り良い視力が出ていた。 

また、原疾患としては、不詳が 50％、ペルーシド

辺縁角膜変性が 37.5％の順に多かった。ペルーシド

辺縁角膜変性にも円錐角膜と同じ特殊ハードコンタ

クトレンズが処方されているケースが多かった。そ

れ以外では、角膜疾患や前眼部形成異常に対して虹

彩付きソフトコンタクトレンズが処方されていた。

この虹彩付きソフトコンタクトレンズは、無虹彩症

にも適用されるものである。また、屈折値が+10.0 D

より度数が強い、あるいは-10.0 D より度数が強い

パワーも散見されており、無水晶体眼、病的近視が

含まれている可能性も否定できない。 

 

c-2 コンタクトレンズの仕様区分の分類 

調査Cで得られたコンタクトレンズ情報を踏まえ、

コンタクトレンズの仕様区分を作成した。作成結果

を示す（表２）。 

 この仕様区分はあくまで調査 Cにより得られたも

のをベースにしており、実在するコンタクトレンズ

でここに当てはまらないものもあると思われる。例

えば、従来型ソフトコンタクトレンズや特殊コンタ

クトレンズのなかでもスクレラルレンズはここでの

区分には当てはまらない。 

 なお、当初は仕様区分作成の検討に際し調査 Cの

補装具としての販売枚数を考慮することを考えてい

たものの、使用できる回答が少なかったことから考

慮に入れなかった。 

 

 

仕様区分 特殊/非特殊 従来型/ 

頻回交換等 

ハード/

ソフト 

備考 

多段カーブ 特殊コンタク

トレンズ 

従来型 ハード 円錐角膜、ペルーシド辺縁角膜変性などを想定。 

虹彩付き ソフト 角膜疾患、前眼部形成異常、無虹彩症など、羞明感

の軽減の必要がある利用者等を想定。 
その他の 
従来型 

一般的なコン

タクトレンズ 

ハード 上記に該当しない、一般的な従来型ハードコンタク

トレンズを想定。 

1 日交換 頻回交換等 ソフト 一般的な頻回交換等ソフトコンタクトレンズを想

定。 2 週間交換 

1 ヶ月交換 

表２ コンタクトレンズの仕様区分 

 

 

 仕様区分のうち、円錐角膜用のものとして想定し

たのは、「多段カーブ」である。円錐角膜のほか調

査 Cで比較的該当者が多かったペルーシド辺縁角膜

変性は円錐角膜のバリエーションとも言える疾患で

あり（[7] p.4）、「多段カーブ」は有効であると考

えられている。円錐角膜等については、スクレラル

レンズや円錐角膜用の特殊ソフトコンタクトレンズ

が用いられるケースも考えられるが、ここでは想定

しないこととする。スクレラルレンズ（セミスクレ

ラル、ミニスクレラル、フルスクレラルを含むもと

して）はより状態が深刻な場合に適用が考えられる

ものだと考えられ（[7]p.15）、調査 Cの円錐角膜群

でも少数回答（2件）として含まれていたものの、

ここでは措くこととした。特殊ソフトコンタクトレ

ンズについては、調査 Cで該当回答が 5例で調査 D

の対象からは外したものの、昨年度実施した調査 A

で回答対象となった円錐角膜向け処方の8%を円錐角

膜用の特殊ソフトコンタクトレンズが占めていた。

しかし、多段カーブに比べ大幅に費用が高くなるこ

とが考えられること、商品により保証期間や一定期

間でみた所要費用のバラツキが大きいことから、こ
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こでは措くこととする 6。なお、c-1 の調査 Cの円錐

角膜の項で指摘したように、一般の従来型ハードコ

ンタクトレンズや一般のソフトコンタクトレンズも

使用されていることから、ピギーバックが行われて

いることも考えられるが、ここでは取り上げない。 

 手帳基準相当・円錐角膜以外の対象疾病の患者用

のコンタクトレンズとしては、c-1 の調査 Cで触れ

た、虹彩付きソフトコンタクトレンズに着目し、「虹

彩付き」を仕様区分に含めることとした。 

 それら以外については、現行の基準におけるコン

タクトレンズの単一の基本構造「主材料－プラスチ

ック」に対応するものとして「その他の従来型」の

区分を設けるとともに、頻回交換等ソフトコンタク

トレンズについても装用サイクル別に区分を設ける

こととした。 

 

c-3 コンタクトレンズの価格等の調査（調査 D） 

 計 20 件の回答を得た（回収率 58.8％）。調査 D

実施段階で27種類の商品を調査対象としたのに対し、

同調査回答時には同シリーズの別製品、装用サイク

ル違い商品についての情報が得られた。結果的には、

30 種類の商品について集計することとなった 7。 

 

 
6 参考数値として円錐角膜用の特殊ソフトレンズの

価格帯を Web 検索により調べた結果は次のとおり。 

商品 1 枚の価格（円） 
※検査代・診察代を
除去できる場合は除
去して算出した。 

保証期
間 

保証期間終了時
に買い換えた場
合の 4 年分の購
入金額（円） 

A 25,000-30,000 1 年間 10-12 万 

B 30,000-35,000 3 ヶ月 48-56 万 

これらの数値は、あくまで簡便に調べた参考数値に

過ぎない。しかし、基準の補装具としてのコンタク

トレンズについて基準に定められている耐用年数の

4年もしくはその半分の 2年で評価しても、購入金

額が多段カーブのハードコンタクトレンズよりかな

り期間あたりの費用が高くなると考えられる。 
7 なお、調査 C の結果コンタクトレンズ商品の区分

について「一般の従来型ハードコンタクトレンズ」

と「特殊ハードコンタクトレンズ」が混ざっている

ケースが、いくつか見られたこうした商品について

は、別途情報を収集し、属する仕様区分を決めた。 

（補装具としての販売枚数） 

 2021 年度における補装具としての販売枚数につい

ての設問については、0件の回答が多く、補装具と

しての販売実績ある回答者数は 2に留まった。それ

ゆえ、得られた販売価格の加重平均の算出に当たっ

ては、ウェイトとして補装具としての販売枚数では

なく、2021 年度における販売総数（補装具費支給制

度の利用の有無を問わない）を用いることとした。 

なお、回答数が少ないながら補装具として 1枚以上

販売枚数の回答が得られた商品は30種類中5種類に、

回答にあった2021年度における補装具としての販売

枚数は合計 21枚に留まった。仕様区分別の内訳は次

のとおりである。 

・多段カーブ 0 種類 

・虹彩付き  1 種類（計 2枚） 

・その他  0 種類 

・1日交換  1 種類（計 2枚） 

・2週間交換  3 種類（計 17枚） 

・1ヶ月交換  0 種類 

「虹彩付き」、「1日交換」、「2週間交換」の仕様

区分については、補装具としての販売実績を確認す

ることができた。補装具としての販売枚数の回答が

あった仕様区分のうち「虹彩付き」は調査 Cで手帳

基準相当・円錐角膜以外の対象疾病の患者群でのみ

日常的な屈折矯正手段として挙げられており、それ

以外は円錐角膜群を含めた両群で挙げられていた。 

 

（仕様区分ごとの平均価格） 

 一連の作業を通じて、最終的に得ることのできた

仕様区分ごとに2022年度における補装具費支給制度

以外での販売価格についての平均などを示したのが

表３である。 

平均価格の算出表の下部に*2として記載している

ような手順で行った。具体的には、 

まず該当商品ごとの平均価格を、平均により算出

した。ただし、この際、該当商品数が以上の場合、

最高値と最低値を除いて算出した。最高値（最低値）

の回答が複数ある場合は、単純平均については 1つ

のみ除去し、加重平均についてはウェイトとなる販

売枚数が最も少ないもの1つを除去することとした。
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次に、仕様区分ごとに表に示した「該当商品ごとの

平均価格」ならびに最高値、最低値を算出した。な

お、仕様区分での最高値（最低値）の算出には、仕

様区分に属する商品の販売価格の単純平均のなかか

ら最高（最低）の値を示している。この表における

は、最高値（最低値）の算出には、個々の該当商品

の販売価格の最高値（最低値）を使用しているわけ

ではないことを留意されたい。 

 平均価格の算出結果について述べる。 

 

・現行基準の仕様に近い「その他の従来型」 

現行基準の仕様に最も近いと考えられる「その他

の従来型」は、単純平均 15,373 円（現行基準価格

15,400 円を基準とした差額-25 円、差率-0.2%）、加

重平均 14,669 円（同、差額-1,086 円、差率-7.1%）

と現行基準価格にほぼ等しいもしくはやや低い値で

あった。 

 

・特殊コンタクトレンズ 

特殊コンタクトレンズについては、「多段カーブ」

は単純平均 24,304 円（「その他の従来型」との差額

+8,929 円）、加重平均 22,178 円（同+7,864 円）、

「虹彩付き」は単純平均 19,541 円（同+4,166 円）、

加重平均 20,000 円（同+5,686 円）であった。 

 

・頻回交換等コンタクトレンズ 

頻回交換等コンタクトレンズについては、従来型

コンタクトレンズと交換までの期間が大きく異なる

ため、購入費用の比較をするのであれば、一定の評

価期間を設定し、その期間中に要する購入費の総計

を比較する必要がある。ここでは仮に評価期間を基

準補装具としての耐用年数である 4年とした試算結

果を表３の右側に「4年間相当分の数値」として示

した。「1日交換」は単純平均 149,645 円、加重平

均 154,257円、「2週間交換」が単純平均 53,207、

加重平均 55,944 円、「1ヶ月交換」が単純平均 27,600

円、加重平均 17,616 円であった。 

「1 ヶ月交換」の加重平均が単純平均よりかなり

小さいのには背景がある。表３の下に*5として記し

たように、この仕様区分に該当する商品は 1種類し

かなく、しかもウェイトとする販売枚数の回答が販

売価格で最低値を回答した販売店のもののみだった。

このため、加重平均の値は低めの値となった。仮に

販売価格を回答した他の販売店における販売枚数の

情報が得られればもっと高い加重平均が得られる。 

 

（年間購入額の目安） 

 表３では、1年間の購入額の目安を示す意味で、

右端に「（参考）2022 年度の加重平均価格×2021

年度における販売枚数」を表示した。調査対象時点

は異なるものの、単価と 1年間の購入金額を掛け合

わせることにより、擬似的に 1年間の購入額を示し

たものである。 

 この数値からは従来型コンタクトレンズに比べて、

頻回交換等コンタクトレンズの購入額のほうが多い

と言える。 
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Ｄ．考察 

 現行のコンタクトレンズの基準の基本構造に定め

られた仕様は約 50年間据え置かれている。これに対

し、当時といまではコンタクトレンズを取り巻く環

境は大きく変化している。当時は一般の従来型ハー

ドコンタクトレンズが主流であり、種類も限られて

いたが、いまは円錐角膜用に使われている多段カー

ブの特殊ハードコンタクトレンズ、頻回交換等コン

タクトレンズ、虹彩付きソフトコンタクトレンズ等

もあり、メーカーや商品の種類も幅広くなっている。 

 それゆえ、補装具として使われている実績がある

コンタクトレンズや、手帳基準相当・対象疾病の患

者が必要なものとして使用しているコンタクトレン

ズを把握し、それを踏まえて基準におけるコンタク

トレンズの基本構造の記載や、基準のメニュー体系

をどうするのか、現在のように 1種類のみとするの

か、他にも種類を増やすのかなどを検討することが

必要である。さらに、価格調査を行う前提として、

調査対象となるコンタクトレンズの仕様を明確にす

ることは必須の作業である。 

今回の調査結果ならびにそれを元に作成した仕様

区分は、こうした作業を行うための基礎資料になる

と考えている。なお、このような意識で調査を行っ

たため、今回の一連の調査で調べたコンタクトレン

ズ商品は、あくまで手帳基準相当・対象疾病の患者

が日常的な屈折矯正手段としていることを眼科医が

把握しているものであって、そのなかには補装具費

支給制度で補装具費の支給対象になっているものだ

けではない可能性があることを留意せねばならない。 

なお、調査 C におけるコンタクトレンズの種別に

ついて、特殊ハードコンタクトレンズと従来型ハー

ドコンタクトレンズの境界が曖昧であったかもしれ

ない。例えば、明らかに多段カーブであるコンタク

トレンズ商品が従来型ハードコンタクトレンズとし

て回答されている事例も一部ながら複数見られた。

調査 Cにおけるこうしたレンズの種別に関する構成

比の数値は得られたレンズ種別の回答に準拠して算

出した。しかし、ある程度ブレがある数値として見

るべきかもしれない。今後同様の調査をする際は、

調査における定義を明確にしておく必要があるだろ

う。 

 

 以下、各論的な考察を記す。 

 

（手帳基準相当・対象疾病の患者が使用しているコ

ンタクトレンズについて） 

・調査 Cでは、円錐角膜の事例の 31.8%、ペルーシ

ド辺縁角膜変性の事例の 79.2%が日常的な屈折矯

正手段として多段カーブの特殊ハードコンタクト

レンズを使用していることが示されていた。該当

疾病の人にとって多段カーブの利用が実際的な選

択肢の一つであることが確認された。 

・円錐角膜では、一般の従来型ハードコンタクトレ

ンズと特殊コンタクトレンズがほぼ同じ割合で処

方されていた。 

・一方、手帳基準相当ならびに円錐角膜以外の対象

疾病では、頻回交換等コンタクトレンズが最多で、

特殊ハードコンタクトレンズ、一般の従来型ハー

ドコンタクトレンズが続いていた。 

 

（仕様区分と補装具としての販売例について） 

・今回の調査では、現行基準の想定仕様に近いと思

われる「その他の従来型」ではない、「虹彩付き」

ならびに頻回交換等コンタクトレンズについて、

補装具としての販売事例があることが確認された。

該当事例が、基準の補装具によるものか、あるい

は特例補装具によるものかは明らかでないものの、

基準の仕様について今後議論を進めていく際、参

考となる事例だと考えられる。 

 

（基準の基本構造、価格について：（１）従来型コ

ンタクトレンズ） 

・現行基準の基本構造に対応するであろう「その他の

従来型」価格は、現行基準価格に近かった。調査

結果の単純平均は端数を除けば現行基準価格と等

しく、加重平均はこれよりやや低い（-7.1%）とい

う状況であった。次回の基準改正で、現行価格維

持もしくは値下げを検討することが考えられる。
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ただし、今後の物価動向については日本銀行の政

策委員会金融政策決定会合議事要旨（2023 年 3 月

9、10 日開催分）に「物価の先行きについて、委員

は、（中略）23 年度半ばにかけてプラス幅を縮小

していくとの見方で一致した。」とある一方であ

る委員が「想定よりも高い物価上昇が持続するこ

とも考えられると述べた」との記載もある（[9] p.10, 

11）。引き下げについては引き続き物価の動向を

見守ったうえでの検討が必要と考えられる。 

・しかし、その一方で現行基準におけるコンタクト

レンズの想定基本構造は 1 種類しか設定されてお

らず、特異な仕様で現行基準水準よりも高価なコ

ンタクトレンズが手帳基準相当・対象疾病の患者

に対し処方されていることが今回の調査で確認で

きた。手帳基準相当・対象疾病の患者の必要を満

たすという観点に立つならば、本研究で採り上げ

た「多段カーブ」、「虹彩付き」などに対応でき

るよう修正を検討することが考えられる。 

・具体的には、大きく分けて２つの選択肢が考えら

れる。（１）基本構造に「多段カーブ」、「虹彩

付き」を追加し現行のものを「その他の従来型」

などとして区分するようにするか、あるいは（２）

加算項目として「多段カーブの構造を持つ場合」、

「虹彩付きの場合」などとして記載することであ

る。 

・今回の調査で得られた範囲の販売枚数（補装具費

支給制度の利用の有無によらない）によれば、「多

段カーブ」の販売枚数は「その他の従来型」の5.4%、

「虹彩付き」は同じく 2.2%に相当する。多くはな

いものの、これらの特殊コンタクトレンズが一定

数販売されていることができる。「その他の従来

型」とは価格差があることが確認されたこれらの

仕様が想定基本構造に加えられれば、現在の実情

に沿う形になるのかもしれない。 

・「虹彩付き」については、補装具としての販売例

があることが確認された。ただし、調査 C で把握

された該当コンタクトレンズ商品は 1 種類のみで

ある。 

・これらの特殊コンタクトレンズの補装具としての

処方あるいは支給決定の具体的な状況がどのよう

なものであったかについては、必ずしも十分確認

できていない。何らかの形で基準の補装具、特例

補装具としてどの程度購入決定されているのかに

ついての全体像を示すような情報を明らかにする

べきかもしれない。こうした把握が難しい理由の

一つに、補装具としてのコンタクトレンズの購入

決定件数が比較的少ないということがあるかもし

れない。2021 年度における購入の決定件数は、計

158 件である（うち基準の補装具 154 件、特例補装

具 4件[4]）。決定件数が 0の市区町村もあり、県

全体で見ても決定件数が 0 の自治体もある。市区

町村等自治体に照会するとしても、補装具費の支

給対象となったコンタクトレンズの仕様までは即

座に確認できないない可能性もあり、どのように

現況の全体像の把握を行うか検討が必要かもしれ

ない。 

 

（基準の基本構造、価格について：（２）頻回交換

等コンタクトレンズ） 

・近年、コンタクトレンズメーカーによって、定額

プランといって、一定期間に一定金額を支払うこ

とで、その期間に何度でも新しいコンタクトレン

ズと交換できるというサービスを提供している。

実際に視覚障害のコンタクトレンズユーザーのな

かには、補装具費支給制度の存在は知っているが、

定額プランの方が簡便な手続きということで好ん

で利用している人もいる。このため、今回は定額

プランについても調査を行った。しかし、予想と

反して利用の割合は低く、円錐角膜でも円錐角膜

以外の障害者総合支援法の対象疾病でも 80％以上

は利用していなかった。 

・その一方で、頻回交換等コンタクトレンズ自体は

手帳基準相当・対象疾病の患者によって多く購入

されている。表３の右端で示しているように、購

入金額で見れば、1年間の頻回交換等コンタクトレ

ンズの購入額は、従来型コンタクトレンズを上回

る。さらに、一部の頻回交換等コンタクトレンズ
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については補装具としての販売されていることも

確認された。頻回交換等コンタクトレンズについ

ても、補装具としての位置づけを検討する必要が

あるかもしれない。 

・調査 Cで把握した 2021 年度における補装具として

の頻回交換等コンタクトレンズの販売枚数は19枚

である。一度に 2枚を超えての購入決定がされな

いとすれば、決定件数は 10～19 件と考えられる。

これに対し、同年度における特例補装具の決定件

数（4件[4]）は過ぎない。少なくとも頻回交換等

コンタクトレンズのその一部は基準の補装具とし

て扱われていると考えられる。 

・しかしながら、今回の調査では、頻回交換等コン

タクトレンズがどのように補装具費支給制度のな

かで扱われているのかについての具体的な情報を

集められなかった。これについては、今後さらな

る研究と検討が必要である。 

 

（眼鏡とコンタクトレンズ、特殊コンタクトレンズ

とでの矯正視力の差について） 

・実際の眼科臨床の現場では、矯正視力について大

きく二つの考え方がある。あらゆる矯正手段を使

って短時間でも見えたらそれが結果となる最良矯

正視力と、長時間耐えられる一般的な矯正で日常

的に見える状態の生活視力という考えである。眼

鏡矯正では十分な視力が得られないが特殊なコン

タクトレンズ矯正だと一定の視力が得られること

がある。円錐角膜はその代表例だが、それ以外の

疾患にも同様のことが生じうる。矯正視力として、

最良矯正視力を用いるか実用視力を用いるかで、

補装具としてコンタクトレンズを申請できる否か

の分かれ道にもなることが予測される。今回、こ

のような観点から、眼鏡での矯正視力では視力障

害基準相当、コンタクトレンズでの矯正視力では

視力障害基準相当よりもよい視力、となるケース

がどのくらいいるのかについても調査を行った。

その結果、円錐角膜では 0.9％、視覚障害の手帳基

準相当ならびに円錐角膜以外の障害者総合支援法

の対象疾病では 1.4％と少数だった。このようなケ

ースは決して多くない可能性も高く、仮に補装具

としてコンタクトレンズを処方したとしても、著

しく多量の補装具費支給申請は生じないかもしれ

ない。 

 

（コンタクトレンズについての補装具費支給制度の

活用について） 

・実際に補装具費支給制度を使ってコンタクトレン

ズを購入している人は現状ではかなり少ない。今

回の価格調査でも、コンタクトレンズ販売店を対

象に補装具としての購入枚数について尋ねたが、

回答は 21枚に留まった。これは、購入決定件数で

言えば 11～21 件と考えられる 8。厚生労働省の福

祉行政報告例をみても、2021 年度における補装具

としてのコンタクトレンズの購入に掛かる決定件

数計 158 件中（うち基準の補装具 154 件）、難病

患者等（手帳非所持者）によるものは 54件（手帳

基準相当者を含めた値に対する比率 34.2%。うち基

準の補装具 51件、同 33.1%）であり[4]、ごく限ら

れていることが分かる。前掲の調査 Cで把握した

補装具としての販売における推定決定件数も、こ

れだけ少ない数でありながら、購入の決定件数全

体の 7.0～13.3%を占める。 

・補装具としてのコンタクトレンズについて、眼科

医の認知度もさることながら[10]、制度が現況に

あっていないために十分に活用されていない可能

性も否定できない。必要な人に必要な補装具を支

給していくために、現況に近い価格設定を検討し

ていく必要もあると考えられた。 

 
8 両眼について購入するケースが考えられるため、

補装具としての購入枚数イコール購入決定件数には

必ずしもならない。すぐに使用しない交換用のレン

ズまで含めた購入決定がされないとすれば、1 件の

購入決定で 2 枚までの購入が考えられる。なお、ピ

ギーバックの場合だとハードコンタクトレンズ2枚、

ソフトコンタクトレンズ 2 枚の計 4 枚が一度に処方

されることも考えられるものの、今回の調査 C で補

装具としての購入枚数を得られたのはすべてソフト

コンタクトレンズのみであったため、4 枚で決定件

数 1 件という状況は生じていないと考えられる。 
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Ｅ. 結論 

基準の補装具としてのコンタクトレンズについて、

現在の基準では、単一の基本構造が想定されるのみ

で、価格もまた 1つしか設定されていない。しかし、

視覚障害の身体障害者手帳基準相当者あるいは障害

者総合支援法の対象疾病の患者にとっては、基準で

想定されていない仕様のコンタクトレンズを必要と

していることが考えられる。本研究では、眼科医を

対象とした調査を踏まえ、コンタクトレンズの仕様

区分を作成するとともに、コンタクトレンズ販売店

への調査結果を踏まえ、仕様区分ごとに供給におい

て採算を取るのに必要十分と考えられる価格の平均

値を算出した。 

仕様区分については具体的には、従来型コンタク

トレンズを、円錐角膜等の疾病で使用される（１）

「多段カーブ」、羞明感の軽減等に有用な（２）「虹

彩付き」ソフトコンタクトレンズ、（３）「その他

の従来型」の 3つに大別した。頻回交換等コンタク

トレンズについては、装用サイクルの観点から「1

日交換」、「2週間交換」、「1ヶ月交換」に分類し

た。 

そして、これらの仕様区分毎に販売価格の平均値

を算出したところ、「その他の従来型」の平均価格

は現行のコンタクトレンズの基準価格（=15,400 円）

にある程度近いこと（単純平均はほぼ等しい 15,375

円、加重平均はやや低い 14,314 円）、「多段カーブ」

は「その他の従来型」より単純平均で 8,929 円、加

重平均で 7,864 円、「虹彩付き」は同じく単純平均

で 4,166 円、加重平均で 5,686 円高いことなどが明

らかになった。なお、「虹彩付き」については、補

装具としての販売事例が確認された。現在コンタク

トレンズについて基準では単一の基本構造のみ想定

されているのを今後改め「多段カーブ」、「虹彩付

き」を追加し現行のものを「その他の従来型」など

として区分するようにするか、あるいは加算項目と

して「多段カーブの構造を持つ場合」、「虹彩付き

の場合」などとして記載することが考えられる。 

頻回交換等ソフトコンタクトレンズについては、

視覚障害の身体障害者手帳基準相当者あるいは障害

者総合支援法の対象疾病の患者による 1年間の購入

額が、調査で把握した範囲では、従来型コンタクト

レンズよりも多いことが示された。また、頻回交換

等コンタクトレンズについても、補装具としての販

売事例があることを確認した。 

 今後の課題として、多段カーブ、虹彩付きソフト

コンタクトレンズ、頻回交換等コンタクトレンズに

ついては、補装具としての取扱いについて、より具

体的な情報を収集するとともに、基準の補装具とし

ての位置づけについてさらなる議論が必要であろう。

また、今回販売価格調査の対象として、円錐角膜用

の特殊ソフトコンタクトレンズやスクレラルレンズ

については、取り上げなかったがこれらについても

今後検討が必要かもしれない。 

補装具費支給制度の目的は踏まえつつ、障害者に

とって真に必要なものは使えるような制度構築に資

するためには、価格だけでなく基準の基本構造等に

定められた仕様自体を適宜見直すことが必要である。

さらには、適正に補装具費支給制度を活用するため

にも、コンタクトレンズ処方の手順や実情について

も今後は確認していく必要があると考えられる。基

準の基本構造に定められた仕様は約50年間据え置か

れているコンタクトレンズだけに、本研究を契機と

して仕様に関する議論が深まり、今後基準のメニュ

ー体系自体が検討されていくことを願っている。 

 

 

Ｆ．健康的危険情報 

（分担研究報告書には記入せずに、総括研究報告書

にまとめて記入） 

 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

 なし 

 

２．学会発表 



 

16 
 

 清水朋美，我澤賢之，堀寛爾，中村隆．角膜疾患

に対する補装具としてのコンタクトレンズ処方時の

視力障害基準検討．第 24回日本ロービジョン学会学

術総会，御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンタ

ー，東京，2023-6-30/7-2．（一般演題で採択済） 

 

 

Ｈ．知的財産権に出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

 なし 

２．実用新案登録 

 なし 

３．その他 

 なし 
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https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/38-1.html 

2020年度の補装具購入件数に関する統計データのダ
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[5] 我澤賢之，清水朋美，水村慎也，谷映志．補装

具の価格根拠調査とその前提としての機器の仕様検

討 －視覚障害者安全つえを例として－ （動画），

該当部分 2:35-3:00，2023． 

動画直リンク 
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なお、当該動画の最新版は下記ページ内にリンクが
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d-D/research-pro-1/ 

（ともに 2023 年 5月 10 日参照） 
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ズの基準検討のための現況・課題の把握と画像処理

方式の眼鏡型新規デバイスの現況，令和 3年度厚生
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E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8%289%29%E3%80%802021

18053A-buntan9_0.pdf 
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s/2012/10/Correction-of-Keratoconus-JP_downloa

d.pdf 
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（2023 年 5 月 5 日参照） 

 

[9] 日本銀行．政策委員会金融政策決定会合議事要
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https://www.boj.or.jp/mopo/mpmsche_minu/minu_2

023/g230310.pdf 

（2023 年 5 月 10 日参照） 

 

[10] 堀寛爾、山﨑伸也、白銀暁、井上剛伸、我澤賢

之、佐渡一成、清水朋美．補装具としてのコンタク

トレンズ処方の実態調査．臨床眼科74（4），405-412，
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付録 各調査票における調査項目（2022 年度実施分） 
 

1 調査 B 

本調査への回答にご同意いただけますか？（いずれかに✔をお願いします） 

□はい □いいえ 

 

※□がある設問では、いずれかの回答に✔をお願いします。 
(1) 2019 年 1月～2021 年 12 月の間に円錐角膜患者にコンタクトレンズを処方しましたか？ 

□はい □いいえ 

 

(2) 2019 年 1月～2021 年 12月の間に視覚障害の手帳基準相当ならびに円錐角膜以外の障害者総合支援法

の対象疾病（別表）の患者にコンタクトレンズを処方しましたか？ 

□はい □いいえ 

 

(3) (1)あるいは(2)の回答が「はい」の場合には、後日、第二段階の詳細調査にご協力いただけますか？ 

□はい □いいえ 

 

※「いいえ」の回答の方はここで回答は終わりです。ご協力ありがとうございました。 
 

(4) (3)の回答が「はい」の場合には、連絡先（ご氏名、勤務先情報、メールアドレス）をご記入ください。 

 ご氏名                        

 勤務先名称                                          

 勤務先住所   〒                                      

 勤務先電話                       

 メールアドレス                     

 

※第二段階の調査はメールでの調査を予定しております。 
 

(5) (1)の回答が「はい」の場合には、年間何名の円錐角膜患者にコンタクトレンズを処方していますか？

概算で構いません。 

□10名未満 □10 名以上～50名未満 □50 名以上～100 名未満 □100 名以上 

 

(6) (2)の回答が「はい」の場合には、年間何名の視覚障害の手帳基準相当ならびに円錐角膜以外の障害者

総合支援法の対象疾病の患者にコンタクトレンズを処方していますか？概算で構いません。 

□10名未満 □10 名以上～50名未満 □50 名以上～100 名未満 □100 名以上 
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２ 調査C（円錐角膜部分） 

円錐角膜患者へのコンタクトレンズ処方 

通し番号 円錐（  ） 

 

※一症例につき一枚ずつご記載をお願いいたします。複数枚ある場合には、通し番号を1から順に付けていた

だき、本調査への同意確認✔は通し番号1のみで構いません。 

 

本調査への回答にご同意いただけますか？（いずれかに✔をお願いします） 

□はい □いいえ 

 

(1) 左右眼の裸眼視力、眼鏡での矯正視力および矯正眼鏡の屈折値をご記入ください。 

裸眼視力 眼鏡での矯正視力 矯正眼鏡の屈折値 

右眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

左眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

 

(2)  ソフトコンタクトレンズ（従来型、使い捨てを問わず）での矯正視力および屈折値（測定している場

合） 

矯正視力 ソフトコンタクトレンズの屈折値 

右眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

左眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

 

(3) ハードコンタクトレンズ（従来型、特殊を問わず）での矯正視力および屈折値（測定している場合） 

矯正視力 ハードコンタクトレンズの屈折値 

右眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

左眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

 

(4) 日常的な屈折矯正手段（複数選択可）  

※該当の項目に✔をお願いします。 

□眼鏡 

□従来型ハードコンタクトレンズ  

□特殊ハードコンタクトレンズ  

□従来型ソフトコンタクトレンズ 

□使い捨てソフトコンタクトレンズ  

□その他 （種類                 ） 

 

(5) 日常的な屈折矯正手段がコンタクトレンズの場合には、下記についてご記入ください。 

商品名 レンズ交換サイクル  

購入先（わかれば） 定額プラン利用※ 

右眼 □ あり □ なし □ 不明 

左眼 □ あり □ なし □ 不明 

※該当するものに✔をつけてください。 
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３ 調査 C（視覚障害の手帳基準相当ならびに円錐角膜以外の障害者総合支援法の対象疾病部分） 

視覚障害の手帳基準相当ならびに円錐角膜以外の障害者総合支援法の対象疾病患者への 

コンタクトレンズ処方 

通し番号 その他（  ） 

 

※一症例につき一枚ずつご記載をお願いいたします。複数枚ある場合には、通し番号を1から順に付けていた

だき、本調査への同意確認✔は通し番号1のみで構いません。 

 

本調査への回答にご同意いただけますか？（いずれかに✔をお願いします） 

□はい □いいえ 

 

(1) 左右眼の裸眼視力、眼鏡での矯正視力および矯正眼鏡の屈折値をご記入ください。 

裸眼視力 眼鏡での矯正視力 矯正眼鏡の屈折値 

右眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

左眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

 

(2)  ソフトコンタクトレンズ（従来型、使い捨てを問わず）での矯正視力および屈折値（測定している場

合） 

矯正視力 ソフトコンタクトレンズの屈折値 

右眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

左眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

 

(3) ハードコンタクトレンズ（従来型、特殊を問わず）での矯正視力および屈折値（測定している場合） 

矯正視力 ハードコンタクトレンズの屈折値 

右眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

左眼 S     D ＝ cyl    D Ax 

 

(4) 日常的な屈折矯正手段（複数選択可） ※該当の項目に✔をお願いします。 

□眼鏡 

□従来型ハードコンタクトレンズ 

□特殊ハードコンタクトレンズ  

□従来型ソフトコンタクトレンズ 

□使い捨てソフトコンタクトレンズ  

□その他 （種類                  ） 

 

(5) 日常的な屈折矯正手段がコンタクトレンズの場合には、下記についてご記入ください。 

商品名 レンズ交換サイクル  

購入先（わかれば） 定額プラン利用※ 

右眼 □ あり □ なし □ 不明 

左眼 □ あり □ なし □ 不明 

※該当するものに✔をつけてください。 
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